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高齢者向け住まいに併設されている介護サービス事業所に対する 

指導監督について 

 

介護サービス事業所の指導監督については、昨今、サービス付き高齢者向け

住宅や有料老人ホームといった高齢者向け住まいが増加していることに伴い、

高齢者向け住まいに併設（隣接を含む。以下同じ。）された形態の事業所（以下

「併設事業所」という。）の参入も多く見られるところである。 

こうした住まいは、高齢者の多様な住まいニーズの受け皿として重要な役割

を果たしている一方で、平成２７年度及び２８年度の都道府県等における指導

監督の動向を見ると、指定取消・効力停止処分を受けた併設事業所が約３割を

占めている。全事業所に対する併設事業所の占める状況を勘案すると、併設事

業所は、その他の事業所よりも高い割合で指定取消等処分の対象になっている

ことが推察される。 

また、平成２８年度に都道府県等が実施した実地指導では、併設事業所に対

して 

・ 「併設事業所」と「高齢者住まい」の双方に従事する者の兼務状況が不明

確 

・ 「高齢者住まい」と兼務していることで、「併設事業所」としての人員基準

を満さない状況になっている 

・ 「併設事業所」のサービスと「高齢者住まい」のサービスが区分されてい

ない 

などの指摘がなされている。 

各自治体におかれては、上記の傾向も踏まえ、今後、併設事業所における介

護サービスの提供状況にも留意の上、実地指導計画を策定するようお願いする。 

 



 

※ 平成２７年度老人保健健康増進等事業「高齢者向け住まいの実態調査」によると、

通所介護（通所リハ含む）、訪問介護、居宅介護支援が併設又は隣接されている事業所

の多くを占めている。 

 


